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令和2年度行政評価　施策評価シート　（令和元年度実績）
施策名 人権擁護の充実

施策コード 5030202

　１．施策の担当

主管課

関係課

市民協働部 人権推進課

総務課

　２．総合計画における位置づけ

総合計画
政策

施策

節

第３章　市民と協働し、すべてのひとが
輝けるまちづくり（自律・協働・多様
性）

第２節　人権・多文化共生

人権擁護の充実

　基本方針

●相談事業をはじめとする人権の視点に立った取り組みを推進します。
●人権擁護に関する事業内容の周知や広報を推進します。
●個人情報保護と本人通知制度の重要性を周知する取り組みを推進します。

　現況と課題

●人権相談をはじめ市民からのさまざまな相談に人権擁護委員、泉佐野市人権協会や市民交流センターなどと協働して対応してい
ます。また、必要に応じて他の相談機関と連携して相談者の支援に対応していますが、相談内容が複雑多岐にわたるため、市相談
事業連絡会議を通じて相談機関の連携強化を図る必要があります。
●情報化社会の発展に伴い、個人情報の漏えい事件が多発し、人権侵害にもつながっています。市民に対して個人情報の重要性と
保護についての周知を図る必要があります。
●身元調査などにつながる住民票等の不正取得の防止策としての本人通知制度について、あらゆる機会を通じてパネル展示やチラ
シなどの配布により市民に周知を図るとともに登録の促進を図っていますが、本人通知制度についての周知が不足しているため、
事前登録者数が少なく、市民へのなお一層の周知が求められます。

　施策目標

　対象（誰を、何を、どこを）

市民

　意図（どのような状態にしたいのか）

市民ひとりひとりの人権が擁護されるまちづくり

　３．市民ニーズ

満足度（偏差値）

R2 R3 R4 R5 R6

重要度（偏差値）

H30

51.1

R元

35.3

　４．施策にかかるコスト

単位 H30決算 R元決算

コス
トの
内訳

人件費

事業費

フルコスト

千円

4,763 14,240

財源
内訳

国庫支出金

府支出金

市債

その他
一般財源１（＝フル
コストー特定財源）

一般財源２（＝直接
事業費ー特定財源）

千円

23,830 33,407

15,564 24,884

8,258 8,519

19,067 19,167

0 0

0 0

8 4

10,801 10,644

　５．施策の重要業績成果指標(KPI)

KPI１ 相談件数

項目 H30実績 R元実績 R2計画 R3計画 R4計画 R5計画

実績値

達成度

H29実績

2,800.0

96.68

2,800.0 2,850.0 2,900.0目標値 2,950.0 3,000.0

2,707.0 1,160.0 1,288.0

2,800.0

KPI設定の根拠 KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

41.43 46.0

相談事業を通じ、人権擁護が図ら
れているかどうかの１つの指標と
なる。

平成29年度から平成31年度までの
目標値を2800とし、令和2年度か
ら50づつの相談件数の増加を目標
としている。

令和元年度は実績値が1288件で目標値2800件の46％となっ
ている。景気の安定で相談件数が減少したと考えられる。
今後は相談事業の広報を充実させるとともに、各相談機関
と連携し市民の問題や悩みの解決を図っていく。



②

Ｂ011,712 19,167 10,6483 01080020 相談事業
014,240 19,167 10,644合計

Ｂ2 01007100 人権啓発事業

図
表

KPI２ 本人通知制度の事前登録者数

項目 H29実績 H30実績 R元実績 R2計画 R3計画 R4計画 R5計画

目標値 280.0 300.0 320.0 340.0 360.0

実績値 264.0 53.0 217.0

380.0 400.0

KPI目標数値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

住民票等の不正取得を防止しよう
という意識がどれだけ広まってい
るかを表すものではあるが、登録
者数の増加が個人情報を守ること
につながる。

平成２９年度から事前登録の更新
が不要となった。今後はさらなる
増加をめざす。

町別懇談会をはじめさまざまな人権啓発事業の中で、パネ
ル展やチラシの配付などにより市民に周知を図ったこと
と、登録期間が３年から無期限になったことにより増加し
ている。市民交流センターでの出張受付も行い増加につな
がった。

17.67 67.81達成度 94.29

施策に対する市民
ニーズ

施策を取り巻く状況
（法令等の動向、
国・府の政策の動
向、社会潮流など）

合計点

総合評価

KPI設定の根拠

（１０点中）

1

2

3

　６．施策の事後評価

一次評価
（担当課に
よる評価）

判定項目 評価点 評価理由、今後の方向性等

施策の成果レベル
（過去の推移、周辺
市との比較なども含
む）

人権相談をはじめ相談事業の件数が目標値に達していない。一方で相談事業
の周知不足により市民の相談に対応できていないことが考えられる。今後も
相談事業の周知、相談員のスキルアップ、各相談機関との連携強化を図る必
要がある。

市民の相談内容は、複雑多岐となっている。市民の相談のニーズに対応でき
るように、各相談窓口の周知、相談機関間の連携を図る必要がある。

市民の生活や福祉、人権問題などに関する法令、制度が整備されてきてい
る。

人権擁護委員による人権相談などの取り組みや市で実施している各相談事業
の周知を図り、継続していくことが必要である。また、本人通知制度につい
ては、市民課と連携して事前登録者の増加に向けた取り組みを検討していく
必要がある。

二次評価（政策推進課・行財政管
理課による評価）

三次評価（理事者による評価）

（４点中）

（３点中）

（３点中）

　７．施策を構成する事務事業

Ｃ
引き続き目標値の達成に努めること。

Ｃ
引き続き目標値の達成に努めること。

6点

Ｃ

Ｂ02,528 0 -4

一次評価
一般財源人件費 事業費

1 01004010 個人情報保護事務事業

事務事業 R元年度決算額
R2年度予算

事務事業名予算コード
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